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第３章　標準課題実習におけるヒューマンスキル等の養成にかかる

試行検証の分析

これまで述べてきた試行検証の実施によって得られた結果から訓練効果の分析をおこな

った。これは標準課題を通じて所要のヒューマンスキル・コンセプチュアルスキルが養成

できたかを分析するものである。これにより検証に取り組むことで学生のスキル形成の向

上の度合いを把握し、その後の課題やカリキュラムの編成にフィードバックすることがで

きると考える。

第１節　検証結果分析

本節では、各課題における調査結果から異なる課題におけるスキル向上の状況を把握

するとともに個人別集計、校毎の科別集計(クラス別集計）、科別集計、全体集計をおこ

ない、標準課題における課題学習方式及びグループワーキング学習方式の訓練効果がヒ

ューマンスキル・コンセプチュアルスキル向上に現れていることの確認をおこなった。

１－１　訓練効果の課題別分析

ここでは、各課題における調査結果を比較し、課題における特徴を整理した。なお、

今回試行検証をおこなった各校で取り組んでいる課題は異なっているため、各課題毎に

分析し、次に全体として分析を加えることとした。

１－１－１　平均および標準偏差

本分析については、試行検証の結果から、３つの特性区分と９項目のヒューマンスキ

ル・コンセプチュアルスキルについて、事前検証、中間検証、事後検証の時点の平均値

と標準偏差を算出すると共に平均値において事前検証－中間検証、事前検証－事後検証

の間の向上の幅を算出した。これによって、被験者（学生）の能力の変化や能力のばら

つきを検証した。

（１）ピック＆プレイス装置の製作

これは生産機械システム技術科の標準課題である。

表３－１をみると、課題平均点で「事前検証－中間検証」の向上幅に比べて「中間検

証－事後検証」の向上幅が微小増加している。標準偏差は若干拡大しており、被験者

（学生）の能力上のばらつきがやや大きくなっていることがわかる。また、「事後検証」

のスキル別では「実践力」（３．１）が最も平均点が高く、次いで「リーダシップ力」

（２．９）となっている。向上幅では「実践力」と「チームワーク力」（０．５）が高い。

標準偏差を見ると、「実践力」、「課題発見力」、「リーダーシップ力」、「コミュニケーシ
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ョン・調整力」、「プレゼンテーション力」のばらつきが高いことがわかる。このように、

本課題被験者の傾向として、「計画推進力」にかかるスキルの向上が見られ、「組織力」、

「課題発見・分析能力」の順に向上が認められる一方で、個人の能力向上の偏りがある

ことが認められた。

表３－１　ピック＆プレイス装置の製作

（２）電子負荷装置の設計製作

これは生産電子システム技術科の標準課題である。

表３－２をみると、課題平均点で「事前検証－中間検証」、「中間検証－事後検証」の

均一な向上が見られる。標準偏差は、「事前検証」、「中間検証」の間でばらつきが少な

くなっており、個人間の能力向上の偏りが少なくなっている。また、「事後検証」のス

キル別では「実践力」（３．４）が最も平均点が高く、次いで「リーダシップ力」、「課

題発見力」、「コミュニケーション・調整力」（３．２）となっている。向上幅では「課

題発見力」と「マネジメント力」（０．５）が高い。標準偏差は、「課題解決提案力」、

「プレゼンテーション力」、「課題発見力」が高く、ばらつきが大きいことが認められる。

このように本課題被験者の傾向として、「計画推進力」にかかるスキルの向上が見られ

るものの、「組織力」、「課題発見・分析能力」においても同様の向上が見られ、一様な

個人能力の向上となっていることがわかった。また、個人の能力向上については、一部

の能力において、他のスキルと比べ大きな偏りがあることが認められた。
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表３－２　電子負荷装置の設計製作

（３）多重マルチ光伝送ユニットの設計・製作

これは生産電子システム技術科の標準課題である。

表３－３をみると、課題平均点で「事前検証－中間検証」に比べ、「中間検証－事後

検証」の間の向上幅が倍増している。標準偏差は「中間検証」で減少し、被験者の能力

上のばらつきが小さくなっている。また、「事後検証」のスキル別では「実践力」（３．

１）が最も平均点が高く、次いで「課題発見力」、「調査・分析力」ほか（２．９）とな

っており、全体的に平均点の差異が少ない。向上幅では、特に「課題発見力」（０．８）

が高いが、他のスキルについては、ほぼ同様の向上幅となっている。標準偏差は、特に

「課題解決提案力」、「課題発見力」が他のスキルと比べて能力向上のばらつきが高い。

このように、本課題被験者の傾向として、「計画推進力」の向上が見られるものの「組

織力」、「課題発見・分析能力」においても同様の向上が見られ、一様な個人能力の向上

となっていることがわかった。また、「課題発見・分析能力」における個人差が顕著で

あることが認められた。
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表３－３　多重マルチ光伝送ユニットの設計・製作

（５）Webサーバによる受発注システムの部分構築

これは生産情報システム技術科の標準課題である。

表３－４をみると、課題平均点で「事前検証－中間検証」、「中間検証－事後検証」の

均一な向上が見られる。標準偏差は全体に低く、被験者の能力上のばらつきが少ないこ

とがわかる。また、「事後検証」のスキル別では「実践力」（２．８）が最も平均点が高

い。向上幅では、「課題発見力」、「プレゼンテーション力」（０．７）が高い。標準偏差

では、「課題発見力」、「調査・分析力」のばらつきが高い。ここで「事前検証」の平均

点は比較的低く現れており、全般に平均点が低い傾向がある。このように本課題被験者

の傾向として、「課題発見・分析能力」、「組織力」、「計画推進力」においてほぼ同様の

能力向上を示していた。一方で、個人の能力向上の偏りは少なく、相対的に平均点が低

いことが認められた。

表３－４　Webサーバによる受発注システムの部分構築
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（４）生産ネットワークシステム構築課題実習

これは生産情報システム技術科の標準課題である。

表３－１－５をみると、課題平均点で「事前検証－中間検証」、「中間検証－事後検証」

の均一な向上が見られる。標準偏差は徐々に高くなっており、被験者（学生）の能力上

のばらつきが見られる。また、「事後検証」のスキル別では「実践力」、「チームワーク

力」、「コミュニケーション・調整力」（３．１）が最も高いが全体に平均点が高い結果

となっている。向上幅では「チームワーク力」が高い（０．６）がほぼ一様な向上とな

っている。標準偏差では、特に「課題発見力」、「課題解決提案力」、「実践力」、「チーム

ワーク力」が高く、ばらつきが大きい。このように、本課題被験者の傾向として、「課

題発見・分析能力」以下ほぼ同様に高い平均点で能力向上の傾向が見られる一方、「課

題発見・分析能力」のばらつきが大きいことがわかった。一方個人の能力向上の偏りが

「課題発見・分析能力」において大きいことが認められた。

表３－５　生産ネットワークシステム構築課題実習

（６）鉄筋コンクリート造施工管理課題実習

これは建築施工システム技術科の標準課題である。

表３－６をみると、課題平均点で「事前検証－中間検証」、「中間検証－事後検証」の

向上幅が同じ結果となっている。標準偏差は全体に高く、被験者（学生）の能力上のば

らつきが見られる。また、「事後検証」のスキル別では「実践力」（３．３）が最も平均

点が高く、次いで「課題発見力」、「リーダーシップ力」、「コミュニケーション・調整力」

となっており、全体に平均点が高い傾向にある。向上幅では「課題解決提案力」（０．7）

が高く、他のスキルについてはほぼ同じ向上幅となっている。標準偏差では、「課題解

決提案力」や「課題発見力」が高く、ばらつきが大きい。このように、本課題被験者の

傾向として、「計画推進力」、「組織力」、「計画推進力」でほぼ同様の向上が見られる一

方、相対的に個人の能力向上の偏りが大きく、特に「課題発見・分析能力」は大きいこ

とがわかった。
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表３－６　鉄筋コンクリート造施工管理課題実習

（７）被験者全体の訓練効果

ここでは、これまで提示した課題毎の訓練効果を全被験者で集計し、スキル別にまと

めた結果について述べる。

表３－７をみると、課題平均点で「事前検証－中間検証」、「中間検証－事後検証」の

向上幅に均一な向上が見られる。標準偏差は全体に高く、被験者（学生）の「事前検証」

におけるばらつきが「中間検証」で若干の減少が見られ、「事後検証」で微増していた。

また、「事後検証」のスキル別では、「実践力」（３．１）、「課題発見力」、「コミュニケ

ーション・調整力」（３．０）が高く、概ね３．０に近い結果となっているが、「課題解

決提案力」および「プレゼンテーション力」の値が相対的に低くなっている。向上幅で

は「課題発見力」（０．５）の向上が見られるが、全体として概ね近い値で向上してい

ることがわかる。標準偏差は、「実践力」、「コミュニケーション・調整力」、「チームワ

ーク力」が特に高く、ばらつきが大きいことがわかる。このように、本被験者の傾向と

して、概ね「計画推進力」、「課題発見・分析能力」、「組織力」で一様に能力の向上が見

られる一方で、個人の能力向上の偏りが大きいことが認められた。

なお、今回の検証で使用した質問シートの目標である「事後検証」における評価３に

到達していないが、概ねその目標に到達できたと考えられる評価結果となった。
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表３－７　被験者全体の訓練効果

１－１－２　ヒューマンスキル・コンセプチュアルスキルの訓練効果

ここでは、ヒューマンスキル・コンセプチュアルスキルごとに訓練の前後で有意な差

がみられるのかについて検定をおこなった。前述の平均値による分析のみでは平均値の

変化が母集団（ここでは学生）の能力の向上又は低下によるものなのか、分布のばらつ

きによる偶然なのかが検証できないためである。

これにより、課題学習方式によってヒューマンスキル・コンセプチュアルスキルが実

際に向上しているのかどうかを検証した。

表３－８　ヒューマンスキル・コンセプチュアルスキルごとの訓練効果

◎：95％以上の確率で有意差がある　　○：90％以上の確率で有意差がある

△：有意差は認められない

ヒューマンスキル・コンセプチュアルスキルごとの訓練効果をみると、すべてのスキ

ルにおいてほとんどの実施校で能力の向上が有意に認められた。中でも「課題解決提案

力」、「マネジメント力」、「実践力」、「リーダーシップ力」、「チームワーク力」、「コミュ

ニケーション・調整力」、「プレゼンテーション力」の7スキルはすべての実施校におい

て有意な能力向上があった。
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一方、「課題発見力」、「調査分析力」は生産機械システム技術科において有意差が認

められる確率が低く、訓練効果が明確に現れていない。

次いで、被験者の事前検証の回答結果の平均以上の者を上位群とし平均未満の者を下

位群として分類した。この分類の基準平均の値は次の通りである。

①生産機械システム技術科　四国職業能力開発大学校：２．３

②生産電子システム技術科　東北職業能力開発大学校：２．４

東海職業能力開発大学校：２．３

③生産情報システム技術科　北陸職業能力開発大学校：１．９

近畿職業能力開発大学校：２．１

④建築施工システム技術科　職業能力開発総合大学校東京校：２．４

この分類から群毎に事前・事後間のスキルの向上幅の平均を算出し被験者の課題実習

開始時の能力により訓練効果に違いが現れるかを検証した。

表３－９　訓練開始時の能力レベル別向上幅一覧

表３－９を見ると、概ねすべての検証実施校で下位群の向上幅が上位群のそれと同じ

か、それよりも大きいことがわかり、差の大きいところでは４倍もの向上幅が見られる。

この結果から、事前検証の自己評価が高い被験者に比べて、低い被験者の能力の向上

が顕著であることがわかった。

以上のことから、上位群、下位群それぞれにおいて、概ね評価３に向かう伸びを示し

ていることが推察できた。

１－２　ヒューマンスキル・コンセプチュアルスキルの相関に関する分析

次に、訓練効果が有効であると判断されたことから、所要の能力要件がどのように構

築されているのかを分析した。これによって、ねらい通りの訓練効果を上げるためにも

っとも適切なカリキュラムを構築する資料として役立てることができると考える。本項
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での分析項目は以下の通りである。

・ 因子分析

・ 主成分分析

１－２－１　因子分析

ヒューマンスキル・コンセプチュアルスキル間で訓練効果の現れ方にどのような関係

性があるのかを調べるため、事後調査時点での向上幅について因子分析を行った。これ

により、訓練過程により向上した能力の中で核となる因子を見つけ出し、訓練を行う上

でのターゲットを絞ることができる。

また、課題ごとに主要な２因子について因子負荷量を用いて平面プロットしている。

従って、平面上でより近くにプロットされているスキル同士の関係性が強いといえる。



－52－

調査研究資料　№120

（1）生産機械システム技術科

生産機械システム技術科の因子分析結果をみると、ほとんどのスキルはまとまって分

布している。第一因子はリーダーシップ力を中心とした総合力、第二因子はマネジメン

ト・課題発見力、第三因子はチームワーク力といえる。

主要な二因子について平面プロットすると、マネジメント力、課題解決提案力は総合

力との関係性が小さく、独立した因子となっていることがわかる。

因子抽出法：重みなし最小二乗法

回転法：kaiserの正規化を伴うバリマックス法

図３－１　生産機械システム技術科
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（2）生産電子システム技術科

生産電子システム技術科の因子分析結果をみると、多くのスキルはまとまって分布し

ている。第一因子はチームワーク力を中心とした総合力、第二因子は調査・プレゼンテ

ーション力、第三因子は課題解決提案力といえる。

主要な二因子について平面プロットすると、調査分析力、課題解決提案力は総合力と

の関係性が小さく、それぞれ独立した因子となっていることがわかる。

因子抽出法：重みなし最小二乗法

回転法：kaiserの正規化を伴うバリマックス法

図３－２　生産電子システム技術科
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（3）生産情報システム技術科

生産情報システム技術科の因子分析結果をみると、多くのスキルはまとまって分布し

ているが、他の科と比較すると第一因子との関係性は小さい。第一因子は課題解決提案

力を中心とした総合力、第二因子は課題発見・分析力、第三因子はチームワーク力とい

える。

主要な二因子について平面プロットすると、チームワーク力は総合力、課題発見・分

析力との関係性が小さく、独立した因子となっていることがわかる。

因子抽出法：重みなし最小二乗法

回転法：kaiserの正規化を伴うバリマックス法

図３－３　生産情報システム技術科
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（4）建築施工システム技術科

建築施工システム技術科の因子分析結果をみると、多くのスキルはまとまって分布し

ているが、課題発見力、課題解決提案力は第一因子との関係性は小さい。第一因子はマ

ネジメント力を中心とした総合力、第二因子は課題発見力、第三因子は課題解決提案力

といえる。

主要な二因子について平面プロットすると、課題解決提案力は総合力、課題発見・分

析力との関係性が小さく、独立した因子となっていることがわかる。

因子抽出法：重みなし最小二乗法

回転法：kaiserの正規化を伴うバリマックス法

図３－４　建築施工システム技術科
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１－２－２　主成分分析

本項では、訓練効果をより総合的に把握するため、事前調査・事後調査時点のヒュー

マンスキル・コンセプチュアルスキルから主成分分析を行い、新たな評価指標を設けた。

この評価指標を用いて、訓練の前後で学生の能力がどのように変化したかを調べた。こ

れにより、学生の評価を行う際に、個々のスキルの点数だけではなく、統合的な評価指

標を設ける事ができる。

ここでは、各課題における主要な2主成分について平面プロットを行い、訓練の事

前・事後での能力の変化をみた。プロットされた点の一つが学生一人に相当し、その分

布の変化をみることで訓練効果が表現される。
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（1）生産機械システム技術科

生産機械システム技術科の主成分分析結果をみると、第一主成分はすべてのスキルと

関係が強く、総合力といえる。第二主成分はプレゼンテーション力との関係が強く、プ

レゼンテーション力と言える。

事前・事後時点でのプロットを行うと、事前調査時点に比較して事後調査時点では総

合力が高まっていることが分かる。また、プレゼンテーション力はばらつきが大きく、

明確な訓練効果は現れていない。

図３－５　生産機械システム技術科
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（2）生産電子システム技術科

生産電子システム技術科の主成分分析結果をみると、第一主成分はすべてのスキルと

関係が強く、総合力といえる。第二主成分は特に関係性が強いスキルはないが、なかで

は課題解決提案力との関係が強い。

事前・事後時点でのプロットを行うと、事前調査時点に比較して事後調査時点では総

合力が高まっていることが分かる。また、課題解決提案力はばらつきが大きく、明確な

訓練効果は現れていない。

図３－６　生産電子システム技術科
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（3）生産情報システム技術科

生産情報システム技術科の主成分分析結果をみると、第一主成分はすべてのスキルと

関係が強く、総合力といえる。第二主成分は特に関係性が強いスキルはないが、なかで

はプレゼンテーション力との関係が強い。

事前・事後時点でのプロットを行うと、事前調査時点に比較して事後調査時点では総

合力が高まっていることが分かる。また、プレゼンテーション力はばらつきが大きく、

明確な訓練効果は現れていない。

図３－７　生産情報システム技術科
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（4）建築施工システム技術科

建築施工システム技術科の主成分分析結果をみると、第一主成分はすべてのスキルと

関係が強く、総合力といえる。第二主成分は特に関係性が強いスキルはないが、なかで

は課題発見力との関係が強く、チームワーク力とは逆相関の関係がみられる。

事前・事後時点でのプロットを行うと、事前調査時点に比較して事後調査時点では総

合力が高まっていることが分かる。また、課題発見力はばらつきが大きく、明確な訓練

効果は現れていない。

図３－８　建築施工システム技術科
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２－１　訓練効果の個人別・科別分析

ここからは、各クラスの試行検証結果から訓練効果を分析した。

個人別の試行検証結果については、表３－１０「課題学習方式及びワーキンググルー

プ学習方式において養成する能力の訓練効果の個人評価シート」のように被験者（学生）

別に集計をおこなうことで、被験者（学生）の教育訓練の指導に役立てることができる

ようにした。なお、集計した情報は次のようにグラフなどで示した。

①事前・中間・事後の向上幅についてその傾向を折れ線グラフで示したこと

②９項目のヒューマンスキル・コンセプチュアルスキルが目標である評価３まで達し

たのかを折れ線グラフで示したこと

③９項目のスキルを３つの特性区分にまとめ、事前・中間・事後の３点の変化を「訓

練効果の傾向」としてレーダチャートで示したこと

④「指導員の所見」欄に質問シートの備考欄の内容を示している。これにより特徴的

なデータの推移については、本欄を参照して分析をおこなうことができるようにし

たこと

表３－１０　課題学習方式及びワーキンググループ学習方式において養成する能力の訓練効果の

個人評価シート
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また、個人別の試行検証結果を集約し、表３－１１「課題学習方式及びワーキンググ

ループ学習方式において養成する能力の訓練効果の評価一覧表」にクラス全体の傾向を

示し、被験者（学生）個々の指導と科全体の状況を教育訓練に活かすことができるよう

にした。これにより、課題学習方式及びワーキンググループ学習方式でスキル養成をお

こなうために設定した課題が、全体的に効果的な課題であったかについても、個人評価

シートとクラス別評価表から分析することができる。ここで集計した情報は次のように

グラフ化するなどして示した。

①クラスの訓練効果の傾向を事前・中間・事後の折れ線グラフで示したこと

②訓練効果の傾向をレーダーチャートで示したこと

③クラス別の能力向上の傾向については、折れ線グラフで示したこと

被験者（学生）個々の能力養成の平均値については、事前・中間・事後の３点で分散

分析による検定をおこない、平均において各被験者の能力が明らかに向上し、訓練効果

があったことが認められる場合には、検定欄に「＊」を付けた。この検定は、一元配置

モデルである各人のデータの平均に伸びは無い（向上していない）と仮説を立て（帰無

仮説）、その仮説にもとづいてデータの分散分析をおこない、その仮説が棄却されるか

どうかを解析するものである。
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表３－１１　課題学習方式及びワーキンググループ学習方式において養成する能力の訓練効果の　　

評価一覧表

ここで折れ線グラフが右肩上がりであれば、課題にとりくむことにより能力の向上が

見られたということになり、レーダーチャートがより大きな多角形を示すことになれば

科全体の効果があったと判断できる。

また、９項目の能力の養成がなされたかについては、科別能力別訓練効果の折れ線グ

ラフで判断した。

ここで、データの処理については平均によって評価し、数値の処理については少数第

２位を四捨五入した。
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２－１－１　生産機械システム技術科

生産機械システム技術科では、四国職業能力開発大学校で試行検証を実施した。

個人別データは、生産機械システム技術科四国職業能力開発大学校の表３－１２「課

題学習方式及びワーキンググループ学習方式において養成する能力の訓練効果の個人評

価シート（四国校）」に一例（四国１５）を示し、表３－１３「課題学習方式及びワー

キンググループ学習方式において養成する能力の訓練効果の評価一覧表」に示した。

表３－１２　課題学習方式及びワーキンググループ学習方式において養成する能力の訓練効果の

個人評価シート（四国校）

この結果、被験者１８名におけるヒューマンスキル・コンセプチュアルスキルが明ら

かに向上した者が７名（３８．９％）であった。また能力の向上幅「１」に到達した者

は２名であった。事後検証で評価３に到達した者は７名であり、概ね向上が認められる

と考えられる評価２．８まで含めると８名となった。このことから、事後検証の到達に

関して言えば、訓練効果の向上が見受けられる者とそうでない者が明確に分かれる結果

となった。

表３－１３で個人の能力の推移を見ると、全体に評価の高い回答をした被験者と低い

回答をした被験者の幅が広く一様であることから、全体の向上幅の平均では低い傾向に

なっていると思われる。また、事前検証から中間検証の間における評価の変化が減少し

ている者や向上が微小である者が目立っている。回答記入にあたっては、事前検証から

事後検証まで一貫した説明等をおこない自己評価しているため、事前検証と中間検証の
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回答において、課題の進捗についての予測と課題着手後の実際の課題の取り組みにギャ

ップが反映されたものと考える。

また、ヒューマンスキル・コンセプチュアルスキルの９項目については、科別個別能

力向上表と科別能力別訓練効果（グラフ）に示すように、概ね能力の向上は認められた。

これより事前検証と中間検証間に比べ、中間検証と事後検証間の伸びが大きいことがわ

かる。全体では、この各検証間の伸びの影響から、向上幅は「０．４」に留まる結果と

なった。

ここで「課題解決提案力」、「プレゼンテーション力」については、他の能力に比較し

て、評価のうえで低いことがわかるが、全体の変化からは概ね同様の能力の向上を示し

ていることがわかる。
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表３－１３　課題学習方式及びワーキンググループ学習方式において養成する能力の

訓練効果の評価一覧表
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２－１－２　生産電子システム技術科

生産電子システム技術科では、２校で試行検証を実施した。

（１）東北職業能力開発大学校

個人別データは、生産電子システム技術科東北職業能力開発大学校の表３－１４「課

題学習方式及びワーキンググループ学習方式において養成する能力の訓練効果の個人評

価シート（東北校）」に一例（東北１）を示し、表３－１５「課題学習方式及びワーキ

ンググループ学習方式において養成する能力の訓練効果の評価一覧表」に示した。

表３－１４　課題学習方式及びワーキンググループ学習方式において養成する能力の訓練効果の

個人評価シート（東北校）

この結果、被験者２４名におけるヒューマンスキル・コンセプチュアルスキルが明ら

かに向上した者が１４名（５８．３％）であった。また能力の向上幅「１」に到達した

者は５名であった。事後検証で評価３に到達した者は１５名であった。ここで、概ね向

上が認められると考えられる向上幅０．８を含めると１２名となり、同様に事後検証の

評価２．８まで含めた到達評価では、１７名であった。これらのことから、訓練の向上

が見受けられる者とそれに近い能力の向上がうかがえる者、能力の向上が微小であるも

のの３つに分かれることがわかる結果となった。

表３－１５で個人の能力の推移を見ると評価が高い２～３の被験者を除けば、比較的

狭い幅の中でそれぞれの能力の変化が見られた。しかしながら一方で、事後検証の評価
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は比較的高いが、向上幅が減少している被験者も見受けられる。

また、ヒューマンスキル・コンセプチュアルスキルの９項目については、科別個別能

力向上表と科別能力別訓練効果（グラフ）に示すように、概ね能力の向上は認められる。

これによれば、「プレゼンテーション力」、「課題解決提案力」の傾向は似た変化を示し。

これを除けばその他の能力の変化についてほぼ近い変化の傾向を示した。全体の能力別

向上幅は「０．７」となった。
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表３－１５　課題学習方式及びワーキンググループ学習方式において養成する能力の訓練効果の

評価一覧表
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（２）東海職業能力開発大学校

個人別データは、生産電子システム技術科東海職業能力開発大学校の表３－１６「課

題学習方式及びワーキンググループ学習方式において養成する能力の訓練効果の個人評

価シート（東海校）」に一例（東海７）を示し、表３－１７「課題学習方式及びワーキ

ンググループ学習方式において養成する能力の訓練効果の評価一覧表」に示した。

表３－１６　課題学習方式及びワーキンググループ学習方式において養成する能力の訓練効果の

個人評価シート（東海校）

この結果、被験者２０名におけるヒューマンスキル・コンセプチュアルスキルが明ら

かに向上した者が１２名（６０％）であった。また能力の向上幅「１」に到達した者は

５名であった。事後検証で評価３に到達した者は６名であった。表３－１７の個人の能

力の推移を見ると、２～３名の評価が高い者と、それ以外の者に大別されるが、それぞ

れの集団の変化が一様でなく、個人別に能力向上の差異が大きい傾向があることがうか

がえる。

また、ヒューマンスキル・コンセプチュアルスキルの９項目については、科別個別能

力向上表と科別能力別訓練効果（グラフ）に示すように、概ね能力の向上が認められた。

ここで、「課題発見力」の大きく異なる変化を除き、他の能力の変化は同様の傾向を示

しているが、「課題解決提案力」は微小な向上となっており、全体の向上幅は「０．６」

となった。
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表３－１７　課題学習方式及びワーキンググループ学習方式において養成する能力の訓練効果の

評価一覧表
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（３）生産電子システム技術科の分析

今回の試行ではどの課題にも共通するヒューマンスキル・コンセプチュアルスキルの

養成について検証していることから、ここでは２校の結果をまとめてみることとした。

表３－１８　生産電子システム技術科の訓練効果結果表

表３－１８のように、事前検証と事後検証で「０．１」以上の向上が見られた者は４

３名中３８名（約８６％）であり、仮説検定の結果スキルが向上したと推定される者は

４３名中２６名（約６０％）であった。また、向上した幅の平均が「０．６５」で、事

後検証の平均は「２．９５」であった。このことから、概ね生産電子システム技術科の

能力の向上があると判断できた。

２－１－３　生産情報システム技術科

生産情報システム技術科では、２校で試行検証を実施した。

（１）北陸職業能力開発大学校

個人別データは、生産情報システム技術科北陸職業能力開発大学校の表３－１９「課

題学習方式及びワーキンググループ学習方式において養成する能力の訓練効果の個人評

価シート（北陸校）」に一例（北陸１４）を示し、表３－２０「課題学習方式及びワー

キンググループ学習方式において養成する能力の訓練効果の評価一覧表」に示した。
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表３－１９　課題学習方式及びワーキンググループ学習方式において養成する能力の訓練効果の　　

個人評価シート（北陸校）

この結果、被験者２２名におけるヒューマンスキル・コンセプチュアルスキルが明ら

かに向上した者が１４名（６３．６％）であった。また能力の向上幅「１」に到達した

者は９名、事後検証で評価３に到達した者は５名であり、概ね向上が認められると考え

られる評価２．８まで含めると１１名となった。ここで、事前検証の評価については、

これまで触れた各校に比べ低い傾向にあり、向上幅の平均は全平均と同じであることか

ら、事後検証における到達評価が低くなった。表３－２０の個人の能力の推移を見ると、

評価の高い回答をした被験者とそうでない被験者に分かれ、それぞれの集団において、

個人の能力向上の偏りがあることがわかった。

また、ヒューマンスキル・コンセプチュアルスキルの９項目については、科別個別能

力向上表と科別能力別訓練効果（グラフ）に示すように、概ね能力の向上があるが認め

られ、向上幅は「０．７」となった。ここで、「課題解決提案力」は他の能力と比べて、

「事後検証」の向上幅が若干低調であることがわかった。
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表３－２０　課題学習方式及びワーキンググループ学習方式において養成する能力の訓練効果の

評価一覧表
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（２）近畿職業能力開発大学校

個人別データは、生産情報システム技術科近畿職業能力開発大学校の表３－２１「課

題学習方式及びワーキンググループ学習方式において養成する能力の訓練効果の個人評

価シート（近畿校）」に一例（近畿１）を示し、表３－２２「課題学習方式及びワーキ

ンググループ学習方式において養成する能力の訓練効果の評価一覧表」に示した。

表３－２１　課題学習方式及びワーキンググループ学習方式において養成する能力の訓練効果

の個人評価シート（近畿校）

この結果、被験者２１名におけるヒューマンスキル・コンセプチュアルスキルが明ら

かに向上した者が１５名（７１．４％）であった。また能力の向上幅「１」に到達した

者は８名であった。事後検証で評価３に到達した者は１０名であり、概ね向上が認めら

れると考えられる評価２．８まで含めると１５名となった。このことから、事後検証の

到達評価および事後検証までの向上幅においては、ほとんどの被験者に訓練効果が現わ

れていることがわかった。表３－２２で個人の能力の推移を見ると、事前検証から中間

検証にかけて大きく２つの集団に分かれていることがうかがえるが、事後検証では、個

人の到達評価が約２から４強までの幅の中に一様に納まっており、集団の差異が見られ

ない。

また、ヒューマンスキル・コンセプチュアルスキルの９項目については、科別個別能

力向上表と科別能力別訓練効果（グラフ）に示すように、能力の向上があることは認め

られた。これより、全能力に関してほぼ同様の能力向上の傾向にあることが認められ、
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向上幅は「０．９」となり全平均を上回った。なお、「課題解決提案力」に関しては、

他の能力に比べやや低調な伸びとなった。

表３－２２　課題学習方式及びワーキンググループ学習方式において養成する能力の訓練効果の

評価一覧表
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（３）生産情報システム技術科の分析

今回の試行ではどの課題にも共通するヒューマンスキル・コンセプチュアルスキルの

養成について検証していることから、ここでは２校の結果をまとめた。

表３－２３　生産情報システム技術科の訓練効果結果表

表３－２３のように、事前と事後で「０．１」以上の向上が見られた者は４３人中４

０名（９３％）であり、仮説検定の結果スキルが向上したと推定される者は４３名中２

９名（約６７％）であった。また、向上した幅の平均が「０．８」で、事後検証の平均

は「２．８」であった。このことから、概ね全体としての能力向上をうかがうことがで

きた。

２－１－４　建築施工システム技術科

建築施工システム技術科では、職業能力開発総合大学校東京校で試行検証を実施した。

個人別データは、建築施工システム技術科職業能力開発総合大学校東京校の表３－24

「課題学習方式及びワーキンググループ学習方式において養成する能力の訓練効果の個

人評価シート（東京校）」に一例（東京４）を示し、表３－２５「課題学習方式及びワ

ーキンググループ学習方式において養成する能力の訓練効果の評価一覧表」に示した。
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表３－２４　課題学習方式及びワーキンググループ学習方式において養成する能力の訓練効果の

個人評価シート（東京校）

この結果、被験者２４名におけるヒューマンスキル・コンセプチュアルスキルが明ら

かに向上した者が１０名（約４２％）であった。また能力の向上幅「１」に到達した者

は５名であり、事後検証で評価３に到達した者は１２名であり、概ね能力の向上が認め

られると考えられる評価２．８まで含めると１６名となった。このことから、事後検証

の到達評価が高いことがわかるが、一方で能力の向上幅の到達者の割合が少なく、事前

検証の評価が比較的高い傾向にあることがわかる。表３－２５の個人の能力の推移を見

ると、評価の高い回答をした被験者や低い回答をした被験者が特異な評価となっており、

その他の集団については、個人の能力変化の偏りが比較的大きいことがうかがえた。

また、ヒューマンスキル・コンセプチュアルスキルの９項目については、科別個別能

力向上表と科別能力別訓練効果（グラフ）に示すように、能力の向上があることは認め

られた。ここで、「課題解決提案力」、「プレゼンテーション力」を除けば、他の能力の

変化はほぼ同様に向上していることがわかり、向上幅は「０．６」となった。また、

「課題解決提案力」、「プレゼンテーション力」については、「中間検証」から「事後検証」

間の向上が顕著になった。
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表３－２５　課題学習方式及びワーキンググループ学習方式において養成する能力の訓練効果の

評価一覧表
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２－１－５　全科の訓練効果

ここまで、被験者個々の結果の取りまとめをおこない、クラスのまとめを加え、各科

の分析に及んだ。ここでは、全体の課題学習方式及びワーキンググループ学習方式によ

る訓練効果について分析を加えた。

図３－９　被験者の訓練効果

図３－９のように能力別の訓練効果の点では、「実践力」以下おおよそ全能力におい

て向上が見られるものの、特性区分では「課題発見・分析能力」が、養成すべき能力で

は「課題解決提案力」、「プレゼンテーション力」の回答が他の能力に比べ低い結果とな

った。

図３－１０　養成すべき能力の変化
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図３－１０は、全被験者の養成すべき能力毎に事前検証、中間検証、事後検証の回答

者分布を表したものである。これを見ると、明らかにある一定の評価を頂点として分布

する能力と頂点をなさず広く分布している能力の傾向があることがわかる。前者は、被

験者の多くが質問項目および選択肢のイメージしやすい能力であり、後者はイメージし

難い能力である可能性がある。ここで、「課題解決提案力」は前者の能力に該当する。

この分布は、イメージが比較的明確であるものの右へ推移する幅が小さいことがわかる。

このことから能力の向上が回答につながることが比較的難しい能力であったと考えられ

る。また「プレゼンテーション力」は後者に該当し、分布が右へ推移している幅は大き

いものの回答者が広く分布していることがわかる。

このように、課題実習における被験者の状況により比較的明確に結果が現れるものと

そうでない能力があることがわかる。

表３－２６　職業能力開発大学校における課題学習方式等の訓練効果検証結果

今回の検証では、表３－２６のように、明らかな向上が認められた被験者が、約５

１％となっており、事後検証の到達評価は２．９であった。また、事前検証から事後検

証間で向上した幅は、０．７となった。このことから、当初の事後検証の到達評価３に

達するための質問シート作成に至る一連の方法についてある程度の妥当性を見出すこと

ができ、訓練効果の向上が認められる結果となった。
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第２節　研究成果および検証における訓練効果と課題

標準課題実習におけるヒューマンスキル・コンセプチュアルスキルの養成にかかる試

行検証の調査対象は、生産機械システム技術科（四国職業能力開発大学校18名）、生産

電子システム技術科（東海職業能力開発大学校20名、東北職業能力開発大学校24名）、

生産情報システム技術科（北陸職業能力開発大学校22名、近畿職業能力開発大学校22

名）、建築施工システム技術科（職業能力開発総合大学校東京校24名）の学生であった。

調査法は、質問紙調査法である。

この質問紙（質問シート）の５段階評価の到達基準は、学科の教員数名が関わり各段

階評価が等間隔になるよう合議し作成した。

例えば、リーダーシップ力のメンバーの作業状況を把握できる項目では、「評価１を

メンバーの作業状況を把握する意識を持っている、評価２をメンバーの一部の状況を把

握できる、評価３をグループ全体の状況を把握できる、評価４をメンバー各人の状況を

比較して、各人の負担を把握できる、評価５を状況に応じたフォローを指示できる」と

した。

以下、各章で論じられたことを基に検討し、考察した。

２－１　各科間の能力向上に関する分析

（１）事後の調査において到達目標評価３に達したのは、生産電子システム技術科、建

築施工システム技術科であった。生産機械システム技術科、生産情報システム技

術科は評価2.8であった。

このことから、生産機械システム技術科、生産情報システム技術科では、評価

３を若干下回っているが到達目標評価３に極めて近い値を示しており、4つの科

は所期の目的は達成していると言えよう。

次に、ヒューマンスキル・コンセプチュアルスキルの訓練効果をみると、生産

機械システム技術科における課題発見力と調査分析力を除く、ほとんどの実施校

において、事前と事後の間の平均値が、有意(p<0.05)に向上していることが明ら

かになった。

このことから、本標準課題実習には高い訓練効果があったと言えよう。

（２）課題発見力は、いずれの科においても平均値が向上していた。ただし、調査の時

期に、生産電子システム技術科と生産機械システム技術科の伸びは若干鈍かった。

調査分析力は、いずれの科においても向上は見られた。生産電子システム技術

科は最も向上幅が見られた。生産機械システム技術科では向上が見られなかった。

課題解決提案力は、いずれの科も向上していた。特に、建築施工システム技術

科は、最も伸びが大きかった。
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マネジメント力は、いずれの科も向上は認められ順調な能力向上があった。

実践力は、いずれの科も向上幅が認められた。

リーダーシップ力は、いずれの科においても向上が認められ、順調な能力向上

があった。

チームワーク力は、いずれの科にも向上が認められた。しかし、生産機械シス

テム技術科においては、事前から中間において低下するという特徴が認められた。

コミュニケーション・調整力は、いずれの科も向上が認められ、順調な能力向

上があった。

プレゼンテーション力は、いずれの科も向上が認められた。

以上の結果に見られるように、全科において能力向上があった。とりわけ、マネジメ

ント力、リーダーシップ力、コミュニケーション・調整力は全科において安定した能力

向上があることがわかった。

従来、個人の製作では、自己の作業進行に注意を注ぐ必要があった。しかし、標準課

題実習では、計画的に遂行するときや問題が生じたときに、集団的協議が求められる。

つまり、標準課題実習には、集団的取り組みをする必然性が当初から仕組まれているの

である。

その結果、他者との関わる機会が多くなり、マネジメント力、リーダーシップ力、コ

ミュニケーション・調整力を向上させる機能が、標準課題実習に内在しているといえる。

２－２　各科間の能力の相関分析

（１）各科の能力が如何に構築されているかを見るために、バリマックス法による因子

分析をした。ここでは、各科の第１因子のみ検討した。生産機械システム技術科

ではリーダーシップ力を中心とした総合力、生産電子システム技術科はチームワ

ーク力を中心とした総合力、生産情報システム技術科は課題解決提案力を中心と

した総合力、建築施工システム技術科マネジメント力を中心とした総合力が認め

られた。このように、各科の違いにより、第一因子の能力構築が異なることがわ

かった。各学科において、一貫して潜在的に構築された能力意識は、突出した能

力意識ではなく、多くの能力意識が関連した総合的な能力意識であった。このこ

とは、全ての学科において、多くの能力意識が各調査時期に関連を持って向上し

ていることを示していると考えられる。標準課題実習による能力意識の構築の仕

方は、総合的能力意識の構築がなされる特徴を有することが示されており、本実

習の重要な意義がこの点にあるといえる。

（２）訓練の前後で能力がいかに変化したか、主成分分析をした。

その結果、生産機械システム技術科の第一主成分は、全てのスキルと関係性が

強く、総合力であり、第２主成分はプレゼンテーションであった。事前、事後で

は総合力が高まっていることがわかった。
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生産電子システム技術科の第１主成分は、全てのスキルと関係が強く、総合力

であり、第２主成分の課題解決力との関係が強かった。総合力は高まっているが、

課題解決提案力の訓練効果は低かった。生産情報システム技術科の第一主成分は、

全てのスキルとの関係が強く、総合力であり、第２主成分のプレゼンテーション

との関係が強かった。総合力は高まっているが、プレゼンテーションにおいては

明確な訓練効果は認められなかった。建築施工システム技術科の第一主成分は、

全てのスキルとの関係が強く、総合力であり、第２主成分の課題発見力との関係

が強かった。総合力は高まっているが、課題発見力においては明確な訓練効果は

認められなかった。

以上のように、事前と事後においては、総合的なスキルは向上していると言えるが、

専門的なスキルについては向上しているとは言い難い。

このことから、所期に目的としたヒューマンスキル・コンセプチュアルスキルの基本

的な能力は獲得したと言えよう。また、ほとんどの学生は、特定の能力に特化し、分化

していないと言える。

専門的な今後の訓練課程において、各科独自の技能訓練の教育計画、及びヒューマン

スキル・コンセプチュアルスキルを意識した教育計画を策定することによって、より高

いヒューマンスキル・コンセプチュアルスキルの獲得が期待できる。

２－３　工夫された特徴的取り組み

各科では、標準課題実習を充実させるために工夫された試みや優れた取り組みがなさ

れていた。ここでは、その取り組みを、（１）グループ編成、(２)プレゼンテーション力

向上の取り組み、（３）事例研究の観点で紹介する。標準課題実習が単調になること、

また無計画になることは避けなければならない。今後、標準課題実習を実施する際に、

ここに紹介する先行的試行を意図的に選択し、考慮することにより、高い成果が期待で

きると考える。

（１）グループ編成

グループがいかに編成されるかにより、グループ内に不満がおこったり、実習が円滑

に進まなかったりすることが想定される。全ての科の教員が、このような事態がおこら

ないように配慮し、グループ編成を考えていた。

5つの科が意図的にグループ編成を行い、メンバーに役割分担を与えていた。さらに

グループ内の役割をローテーションしている事例や固定化している事例があった。１つ

の科だけは、教員が意図的にグループ編成をしていなかった。各科の報告から、取り組

みを詳細に検討した。

東北職業能力開発大学校の生産電子システム技術科では、グループ内の役割をローテ
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ーションし、全員が一度はリーダーを経験するようにしていた。

東海職業能力開発大学校の生産電子システム技術科では、技術レベルが均等になるよ

うにグループを編成していた。学力レベル、出身科を勘案し、リーダー、資材係、進捗

管理係、安全衛生係の役割分担を決めていた。また、人前で話すことに慣れる、作業に

取りかかる意識を高めることを目的に、グループリーダーに１分間報告を行っていた。

その結果、効果が認められたと報告していた。さらに、今後他の係においても、１分間

報告を実施することによってプレゼンテーション力が高まると指摘していた。

北陸職業能力開発大学校では、リーダーの役割意識を高めるために、リーダーミーテ

ィングを行っていた。「進捗状況、連絡、予定の確認、発生している問題の調査」「スケ

ジュールシートによる進捗状況の管理」などである。その結果、マネジメント力とリー

ダシップ力に訓練効果が認められたと指摘していた。

近畿職業能力開発大学校では、教員がグループ編成し、計画推進力が優れている学生

をリーダー、組織力が優れている学生をサブリーダーにした。グループリーダーは、週

一度、進捗状況、問題点をヒヤリングした。その結果、リーダーの２名は顕著なリーダ

シップ力に伸びを見せたと指摘していた。

四国職業能力開発大学校では、教員がリーダーとサブリーダーの人選を行った。グル

ープの役割は、資材管理、工具管理、製品管理、書記を設けた。必要に応じてリーダー

会議を開くとともに、リーダーはグループ会議を開き進捗状況の確認、問題点を把握し

た。

職業能力開発総合大学校東京校では、グループ編成を無作為に行い、役割交代は行わ

なかった。

以上のように、各大学校のグループ編成には特色があった。

グループ編成の考え方として、東海職業能力開発大学校の生産電子システム技術科の

事例を挙げ考察したい。

ヒヤリングの際に、「ちゃんとやる人間同士、やらない人間同士でグループ編成をし

てほしい」という不満があった。そこで、教員は、次のような指摘をしていた。要約し

て述べる。

―この不満は、如何なる編成をしても出ることが考えられる。実社会でも当然起こりう

る。そのような内部の不満や問題に立ち向かう取り組みに、ヒューマンスキル・コンセ

プチュアルスキルを高める契機が内在していると考える。学生は、他者との関わりが希

薄になっている状況があり、標準課題実習を通して、メンバーの性格がわかったり、実

力がわかったり、他者にも頼み事をしたりなどコミュニケーションを高める上でも有効

であった。―

この指摘にみられるように、標準課題実習方式には人間関係を改善する機能が内在して
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いると考えられ、教員はこの機能を上手く利用する必要がある。教員による完璧なグル

ープ編成は困難であり、むしろ矛盾がグループの中にあることによって、ヒューマンス

キル・コンセプチュアルスキルは向上されると考える必要があろう。

また、東北職業能力開発大学校では、リーダーの役割や様々な役割をローテーション

して課題実習に取り組んでいた。標準課題実習によって、様々な役割を経験できるとい

うローテーションは意義がある。このローテーションに適した時期は、初期の段階から

中期の段階である。この時期に経験がなされると、グループの混乱も少なく、自己の適

性も認識されてくると考える。

そして、リーダーの経験や各係の経験は、その後の訓練課程に良好な影響を与えると

期待できる。ただし、今後ローテーションの有効性をどの時期にどのように行うかとい

う実証的検討は不可欠である。

事例には、リーダー会議が行われている事例が多くあった。これは、教員が全体の進

捗状況を把握したり、各グループ間の意識を高めたりする上で効果があると言える。

東海職業能力開発大学校の生産電子システム技術科の取り組みにみられるように、リ

ーダーの１分間報告は、興味深い取り組みといえ、的確なスピーチのトレーニングとな

る。

以上のように、グループ編成は、教員が決めることがベストであると固定的に考える

のではなく、目的を明確にし、学生集団の状況や実施時期などを勘案して実施する必要

があるといえる。そして、リーダーシップ力を高めようとするならば、一度はリーダー

を経験する機会を設定する必要がある。したがって、教員が設定しているリーダー会議

はリーダーを養成する意味からしても重要と考える。今後、学生による自主的なリーダ

ー会議が設定され、グループ間で良い点や失敗した点、経験的知識をリーダーが学べる

機会を提供する場ができるならば、より高いヒューマンスキル・コンセプチュアルスキ

ルが期待できると考える。

（２）プレゼンテーション力向上の取り組み

東北職業能力開発大学校の生産電子システム技術科では、プレゼンテーションをおこ

なう機会を３回設け、学生全員が発表した。その結果、製作物への理解が深まること、

グループの状況の把握ができること、早期の指摘による改善、チームワークが良くなっ

たと指摘している。また、十数回のワンポイント講義は、問題解決力、プレゼンテーシ

ョン力、コミュニケーション・組織力を高める効果があったと評価している。

東海職業能力開発大学校の生産電子システム技術科では、デザインレビューと称して、

２度のプレゼンテーションを行い、さらに文章の添削などの指導も行った。

以上にみられるように、目的を明確にするワンポイントの講義に加え、数回のプレゼ

ンテーションの機会を設け、意見交換されることによる効果が示された。このように、

工夫された講義が、標準課題実習に組み込まれることは重要なことだと考える。さらに、
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標準課題実習において、意図している教育内容を学生に明確に伝えることができること、

学生が常に目的を明確にして実習がおこなえること、さらに実習が単調に陥ることなく

常に新鮮な作業ができること、などにおいて極めて有意義であると言える。

今後、各能開大でこのような特色のある教育内容の研究開発を行い、標準課題実習を

充実させることが課題となろう。

（３）事例研究

質問シートの事前、中間、事後の検証実施結果では、ヒューマンスキル・コンセプチ

ュアルスキルは順調に向上していることが示された。しかし、一人一人の状況を詳細に

みると、事前では高く、中間では低く、そして事後では高くなる事例が散見された。

そこで、これらの事例について検討した。

この現象について、東海職業能力開発大学校では、特徴的な学生を挙げて詳細に考察

していた。

①A学生の事例；事前と事後との間で、-0.7と最も低下し、V字カーブを描いた事例

この学生は、リーダーとしての自覚の中で、第一回目の自己評価を高く見積も

っていたが、実習が始まる中で「技術的に理解が低いため、メンバーに指示が出

来ないでいる」というコメントを得ていた。実習後半では自信を取り戻してきた

が、リーダーとしての成功体験は得られず、自信を失い評価が低下したと考えて

いた。

②B学生の事例；-0.1と低下し、V字カーブを描いた事例

この学生は、グループワークのもどかしさを感じ、自信の喪失があったと推察

していた。

A学生、B学生とも、リーダーとしての能力の過大な自己評価があったが、自信を失

いV字のカーブを描いたと考察していた。

③C学生の事例；-0.1と低下し、V字カーブを描いた事例

この学生は友好な人間関係が築けなかったが、教員が個別に話をすることなど

によって改善の意識が出てきたと考察していた。

これらの事例が示すように、最初は自己評価が高く、中間で自信を失い、事後で自信

を取り戻すといった事例、過大な自己評価の喪失の事例、さらには、教員による介入に

よる改善の事例など、同じV字カーブを描いたとしても、その要因が多様にあることが

わかった。

事例では、その他に次のような報告もされていた。
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・事前検証は自己の評価が認識でき難いが、中間検証では危機感の強い学生とそうで

はない学生に開きが見られ、学生相互に軋轢が生じて評価が低下する事例

・事後で課題の完成や発表の終了により達成感、開放感が自己評価にプラスに作用し、

評価が上昇する事例

このように、学生の精神的な影響がヒューマンスキル・コンセプチュアルスキルに影

響を与えていることがわかる。

学生一人一人の自己評価の停滞や低下の要因が、どこにあるか明らかにするためには、

質問シートの回答結果や学生のヒヤリングを手がかりにする必要があろう。

学生のヒューマンスキル・コンセプチュアルスキルの向上、意識改善や作業改善を図

ろうとするならば、このようなヒヤリングの手続きを加味することが極めて有効であろ

うと考える。

２－４　まとめと今後の課題

本研究は、標準課題実習におけるヒューマンスキル・コンセプチュアルスキルの養成

にかかる試行の検証にあった。その結果、生産電子システム技術科、建築施工システム

技術科は到達目標評価３に達し、また生産機械システム技術科、生産情報システム技術

科は評価3に極めて近い値を示したことから、4つの科は所期の目的を達成したことがわ

かった。

ヒューマンスキル・コンセプチュアルスキルの訓練効果をみると、生産機械システム

技術科における課題発見力と調査分析力を除く、ほとんどの試行検証実施校の能力にお

いて、事前検証と事後検証の間の平均値が、有意に向上していることがわかった。

また、全科にわたって能力の向上が認められた。とりわけ、マネジメント力、リーダ

ーシップ力、コミュニケーション・調整力は、全科において安定した能力向上があるこ

とがわかった。このことにより、標準課題実習には、集団的取り組みをする機能が組み

込まれており、他者との関わる機会の必然性によって、マネジメント力、リーダーシッ

プ力、コミュニケーション・調整力を向上させたと推察した。

さらに各科では、標準課題実習を充実させるために工夫された試みや優れた取り組み

がなされていた。そこで、①グループ編成、②プレゼンテーション力向上の取り組み、

③事例研究の観点について検討した。

（１）グループ編成では、教員が決めることがベストであると固定的に考えるのではな

く、目的を明確化し、学生集団の状況や実施時期などを勘案してグループ編成を

おこなうこと。リーダーシップ力を高めるということを考えるならば、ローテー

ションを組むのは有効な手だてとなること。さらに、リーダーを養成する意図で、

教員が設定するリーダー会議が必要であること。また今後の課題として、学生に

よる自主的なリーダー会議が設定され、グループ間で良い点や失敗した点、経験
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的知識をリーダーが学べる機会が提供される場があるならば、より高いヒューマ

ンスキル・コンセプチュアルスキルが期待できるのではないかと指摘した。

（２）プレゼンテーション力向上の取り組みでは、目的を明確にするワンポイントの講

義に加え、プレゼンテーションを数回できる講義が、標準課題実習に組み込まれ

ることは重要であると指摘した。

以上の取り組みは、意図している教育内容を学生に明確に伝えることができる

こと、学生が常に目的を明確にして実習に取り組めること、さらに実習が単調に

陥ることなく常に新鮮な作業ができることなどにおいて極めて意義があると指摘

した。

（３）事例研究の観点では、精神的な影響がヒューマンスキル・コンセプチュアルスキ

ルに大きな影響を与えていることがわかった。

学生一人一人の自己評価の停滞や低下の要因が、どこにあるのか明らかにする

ためには、質問紙調査の結果や学生のヒヤリングを手がかりにする必要がある。

このような手続きによって、学生の意識改善や作業改善をより的確に図ること

が可能になるといえる。

以上のような総合的な観点から教育的効果や教育方法の改善等について検討を加えた。

最後に、評価に密接に関わる質問シートの作成について、今後の課題を検討する。

このような質問シートを自己評価として使う場合、如何なる到達目標を設定するかが

課題となる。到達目標を設定することによって、学習者への教授内容及び方法も明確に

なるのである。つまり、標準課題実習方式では、学習の到達目標を設定し、全員に獲得

させたい到達目標を明確にして、どの程度行えば課題に到達したことになるのか明らか

にしておく必要がある。なお、到達目標の設定方法は教員が事前に協議し慎重に設定す

る必要がある。

また到達目標の設定後には、学習側の学生にもその到達目標が認識され、その評価結

果が教員と学生へフィードバックされなければならない。

そして得られた評価から、何が問題とされるかについて的確に分析し、把握し、訓練

方法や訓練内容の改善に導く必要がある。

今後、標準課題実習における学生の自己評価の測定には、以上の点を手続きとして、

教員間で十分検討される必要があると考える。




